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ＳＤＳ/ＧＨＳの背景①（当時）
•日本の化学工業で働く人 ３５万人 ※

•世界の化学工業で働く人 １０００万人以上

↓

世界中で化学品を取扱う人の数は、膨大

↓

危険有害性・取扱い方法を知らない人、

文字の読めない人もいるだろう。

※ ２０１０グラフで見る日本の化学工業（日本化学工業協会）
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ＳＤＳ/ＧＨＳの背景②（当時）

・一方、世界の化学物質に関する状況を見てみると

2022 年 4 月現在、2 億 6,300 万以上の化学物質に

CAS Noが付与されている。

・工業的に世界で生産されている物質 １０万種 超

・毎年１１０万人が労働災害で死亡し、この内１/４は化学物質
によるもの（城内博先生の資料より）

世界共通の危険有害性情報を伝える仕組みが必要
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ＳＤＳ/ＧＨＳの背景③（当時）
• いくつかの国では、ラベル表示やSDSで、様々な化学物質の危

険有害性（ハザード）や取扱上の注意事項等の情報を化学物質を
取り扱う人たちに伝える手続きやルールがあった。

• その内容は各国において様々で相違点が大きかった。
経済産業省http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs.html

可燃性の表示においても

違いがあった
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ＳＤＳ/ＧＨＳの背景④（当時）

• 一方、そのような手続きやルールを持っていない国も多かった。

• 化学物質が世界的に流通しているなか、このように国によって

表示内容が異なれば、化学物質を安全に製造、使用、輸送、処理、
廃棄することが困難

このような観点から、国際的に調和された化学物質の分類及び
表示方法が必要であると認識されるようになった。
経済産業省http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs.html

GHS：化学品の分類および表示に関する世界調和システム

（The Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals）

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs.html


SDSの背景
• 2003年7月 GHS 「化学品の分類および表示に関する
世界調和システム」を国連勧告。

• 2006年安衛法に導入開始。

•GHS文書は国連で２年ごとに改訂。

現在は改訂９版(2021)

• GHS は化学品の危険有害性を一定の基準に従って分類
し、絵表示等を用いて分かりやすく表示し、その結果
をラベルやSDSに反映させ、災害防止及び人の健康や
環境の保護に役立てようとするもの。
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２．１ 日本のＳＤＳ制度

①労働安全衛生法（安衛法）

②特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理
の改善の促進に関する法律（化管法）

③毒物及び劇物取締法（毒劇法）

により SDSの提供が義務化されている。

安衛法

化管法 法劇毒

JIS Z7253：2019で作成すれば、三法を満足する。



JIS Z7253：2019
注記1 暫定措置として，

2022年（令和4年）5月24日までは

IS Z 7252:2014に従って化学品を分類し，

JIS Z 7253:2012に従ってラベル及びSDS

を作成してもよい。
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ＳＤＳ 留意点

１．危険有害な化学製品について安全な取扱い等を確保するための
「参考情報」として、供給業者から取扱業者に提供されるもの。

２．ＳＤＳは、一般的な取扱いを前提に作成

３．事故防止・自主的管理の改善に資する情報は

すべて提供することが原則
ＧＨＳ対応ガイドライン 日化協 （２０1９）

４．ＳＤＳ作成担当者の知識レベルに左右される。

５．ネットには、古い情報も混在している。

SDSは、絶対的なものではない

9

毒性情報が不十分な物質も多く，SDSを過信してはならない。
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参考資料
１．国際化学物質安全性カード（ICSC）

（国立医薬品衛生研究所ＨＰ）

http://www.nihs.go.jp/ICSC/

1682物質（2011/1/13現在）

1784物質（2020/7/21現在）
ICSCとは、化学物質の健康や安全に関する重要な情報の概要をまとめたもので
、化学物質を扱う労働者に用いられることを想定して作成。

国際化学物質安全性計画 (IPCS) の事業であり、欧州委員会および各国家の協
力によって作られている。

IPSCには、ＷＨＯ（CENTRAL UNIT）、国連環境計画(ＵＮＥＰ)及び国際労
働機関（ＩＬＯ）が参加している

http://www.nihs.go.jp/ICSC/
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ＳＤＳ記載の１６項目

１．化学品及び会社情報 ９．物理的及び化学的性質

２．危険有害性の要約 １０．安定性及び反応性

３．組成及び成分情報 １１．有害性情報

４．応急措置 １２．環境影響情報

５．火災時の措置 １３．廃棄上の注意

６．漏出時の措置 １４．輸送上の注意

７．取扱い及び保管上の注意 １５．適用法令

８．ばく露防止及び保護措置 １６．その他の情報
13

SDSは、次の１６項目から成り立っている。

JIS Z 7253：2019
7.1 全体構成

これらの項目の
番号、項目名
および
順序を変更して
はならない。



JIS Z7252で採用/不採用のGHSルール
Building block approach（選択可能方式）

ＧＨＳ勧告 日本

急性毒性 区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分1 区分2 区分3 区分4

皮膚腐食性/刺激性 区分１ 区分2 区分3 区分１ 区分2

眼損傷性/刺激性 区分１ 区分2Ａ 区分2B 区分１ 区分2Ａ 区分2B

呼吸器感作性 区分１ 区分１Ａ 区分1B 区分１ 区分１Ａ 区分1B

皮膚感作性 区分１ 区分１Ａ 区分1B 区分１ 区分１Ａ 区分1B

生殖細胞変異原性 区分１Ａ 区分1B 区分2 区分１Ａ 区分1B 区分2

発がん性 区分１Ａ 区分1B 区分2 区分１Ａ 区分1B 区分2

生殖毒性 区分１Ａ 区分1B 区分2 追加区分 区分１Ａ 区分1B 区分2 追加区分

特定標的臓器毒性（単回） 区分１ 区分2 区分3 区分１ 区分2 区分3

特定標的臓器毒性（反復） 区分１ 区分2 区分１ 区分2

誤えん有害性 区分１ 区分2 区分１

水環境毒性急性 区分１ 区分2 区分3 区分１ 区分2 区分3

水環境毒性慢性 区分１ 区分2 区分3 区分4 区分１ 区分2 区分3 区分4

オゾン層有害性 区分１ 区分１

ＧＨＳは、導入国がＧＨＳシステムの全体を取り入れる必要はなく、部分的な導入が許される。

有害性項目のうち、
JISでは、赤項目を
不採用。
国内では、分類・
記載は求められな
い。

JIS Z7252:2019
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区分１ 区分２ 区分３ 区分４

15

GHS区分

危険有害性が強い
または
危険有害性の証拠が確実

危険有害性が低い
または
危険有害性の証拠が不確か

細区分１A,1Bのようにがある場合は、
Aのほうが危険有害性が強い又は危険有害性の証拠が確実
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「毒物」「劇物」とＧＨＳ分類の比較

化学物質（純品）のＧＨＳの分類と「毒物」「劇物」の分類に
ついては、おおよそ下記のような対応になっています。

厚生労働省パンフレットより引用

急性毒性（経口） ＬＤ５０ 5 ５０ ３００ｍｇ/ｋｇ

→区分外

→区分外

厚労省
パンフレット
より

毒物・劇物の判定は、薬事･食品衛生審議会 薬事分科会 毒物劇物
部会 毒物劇物調査会において、「毒物劇物の判定基準」をもとに
審議される。
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原体と製剤 注意点

類別 化学名

指定令第２条７６－２ トルエン （原体）

法別表第２ ５４ 水酸化ナトリウム （原体）

指定令第２条６８ 水酸化ナトリウムを含有する製剤(水酸化ナトリウム5％以下を

含有するものを除く。) 製剤

指定令第２条３２ 有機シアン化合物 及び これを含有する製剤

↑原体 + ↑製剤

国立医薬品食品衛生研究所のサイトにて検索できる

http://www.nihs.go.jp/law/dokugeki/kennsaku.html 毒劇物 検索

「原体」 原則として化学的純品
「製剤」 薬剤又はこれに類するもので、物質的機能を利用するもの

希釈、混合、粉砕、ろ過等を含む調整行為が加えられたもの

http://www.nihs.go.jp/law/dokugeki/teigi.html 毒劇法 別表第１、第２

http://www.nihs.go.jp/law/dokugeki/kennsaku.html
http://www.nihs.go.jp/law/dokugeki/teigi.html


法及び指定令における「原体」と「製剤」の区別の仕方

「原体」:

○○化合物など化学物質そのものの名称だけのもの

「製剤」:

「○○を含有する製剤」と記載されているもの

18



SDS を作成する濃度

危険有害性クラス
SDS を作成する濃度
（ただし、国内法令によって別途定めがある場合には、
この限りではない）

急性毒性 １．０％以上

皮膚腐食性/刺激性 １．０％以上

眼に対する重篤な損傷性/眼刺激性 １．０％以上

呼吸器感作性又は皮膚感作性 ０．１％以上

生殖細胞変異原性 ： 区分１ ０．１％以上

生殖細胞変異原性 ： 区分２ １．０％以上

発がん性 ０．１％以上

生殖毒性 ０．１％以上

特定標的臓器毒性（単回ばく露） １．０％以上

特定標的臓器毒性（反復ばく露） １．０％以上

誤えん有害性 ： 区分１
1０％以上の区分１の物質、かつ、４０℃での動粘性率が
20.5ｍｍ2/s 以下

水生環境有害性 １．０％以上 19

JIS Z 7253：2019

5.4
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【化学品の名称】化学物質または製品の名称◎（必須）

（ラベルと一致していること。）

製品コード決まっていれば記載○（任意）

【会社名、住所、電話番号】◎ ←質問事項あれば、ここに聞く

ＦＡＸ番号、メールアドレス△（追記してもよい）

緊急連絡電話番号〇

当該化学品の国内製造事業者等の情報△（追記してもよい）

化学品の推奨用途〇

使用上の制限〇（任意）（安全の観点から可能な限り記載するのが
望ましい）

（１）化学品及び会社情報
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〇〇〇乳剤 作成日 2001 年 〇 月 〇日
改訂日 2022 年 7 月 〇 日

安全データシート
1．化学品及び会社情報
化学品の名称 〇〇〇乳剤
会社名称 〇〇〇株式会社
住所 東京都〇〇区〇〇
担当部門 〇〇〇部
電話番号
FAX 番号
整理番号
推奨用途及び使用上の制限 〇〇農薬

SDS例

（１）化学品及び会社情報



【化学品のGHS分類】◎ ← リスクアセスメントのために必須

【GHSラベル要素】◎

（絵表示、注意喚起語、危険有害性情報および注意書き）

GHS分類に関係しない、GHSで扱われない他の危険有害性〇（任意）

例 「拡散した場合、爆発可能性のある粉じん空気混合物を形成する
可能性あり」等の記載がある場合がある。

22

（２）危険有害性の要約



絵表示

爆発物
自己反応性化学品
有機過酸化物

可燃性ガス エアゾール
引火性液体、可燃性固体

自己反応性化学品
自然発火性液体 固体

自己発熱性化学品
有機過酸化物

水反応可燃性化学品
鈍性化爆発物

酸化性ガス
酸化性液体
酸化性固体

高圧ガス

金属腐食性化学品
皮膚腐食性 ･刺激性
眼に対する重篤な損傷性
・刺激性

水生環境有害性

急性毒性

急性毒性
皮膚刺激性
眼刺激性
皮膚感作性
特定標的臓器毒性（単回）
オゾン層

爆弾の爆発 炎

円上の炎

ガスボンベ 腐食性 環境

健康有害性
感嘆符どくろ
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生殖細胞変異原性、
発がん性 、生殖毒性、
呼吸器感作性、
特定標的臓器毒性(単回、反復）

誤えん有害性

より燃えやすくする

水生生物に毒性

燃えやすいもの

体に入ると生命の危険



絵表示の優先順位

24



<GHS分類結果と注意喚起語等の例>

危険有害性区分 危険有害性情報の伝達要素

区分1

絵表示

注意喚起語 危険

危険有害性情報（コード） 飲み込むと生命に危険（H300）

注意書き 該当する文言は，次のコードを参照する。

安全対策 ・P264，P270

応急処置 ・P301＋P310，P321，P330

保管 ・P405

廃棄 ・P501

25

JIS Z7253:2019 附属書A
表A.18 急性毒性（経口）のラベル要素

GHS区分が決まれば、JISZ7253 附属書Aにより自動的に決まる。
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区分外

製剤規定のあるものを 希釈して使用し 区分５相当に
なった場合、 SDSに区分を記載する必要はないが、
該当法令に毒劇法の記載は必要となる。



<GHS分類結果と注意書き>

JISZ7253 附属書Cにより文言が決まっている。

(急性毒性 区分１ )

安全対策 P264 取扱い後は．．．をよく洗うこと

P270 この製品を使用するときに，飲食又は喫煙をしないこと。

応急措置 P301 飲み込んだ場合：

+ 直ちに医師/・・・に連絡すること。

P310

P321 特別な処置が必要である。

P330 口をすすぐこと。

保管(貯蔵)P405 施錠して保管すること。

廃棄 P501 内容物/容器を市町村の規則に従って廃棄すること。

27



区分判定名称が変更された

新 旧

区分に該当しない 区分外

区分に該当しない 分類対象外

分類できない 分類できない

「分類できない」、「区分に該当しない」となり、記載が
省略されている場合があるので、記載のないことが危険性
や有害性がないことを意味するわけではないことに注意！

28
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分類できない

（Classification 
not possible）

各種の情報源，自社保有データ等を検討した結果，GHS分類の判断を行う
ためのデータが全くない場合。
− GHS分類を行うための十分な情報が得られなかった場合。

区分に該当しない

（Not classified

又は

No classification
）

− GHS分類を行うのに十分な情報が得られており，分類を行った結果，
JISで規定する危険有害性区分のいずれの区分にも該当しない場合（JISで
は採用していない国連GHS急性毒性区分5に該当することを示すデータが
あり，区分1から区分4には該当しない場合なども含む）。

− GHS分類の手順で用いられる物理的状態又は化学構造が該当しないため
，当該区分での分類の対象となっていない場合。

− 発がん性など証拠の確からしさで分類する危険有害性クラスにおいて，
専門家による総合的な判断から当該毒性をもたないと判断される場合，又
は得られた証拠が区分に分類するには不十分な場合。

− データがない，又は不十分で分類できない場合，判定論理においては分
類できないと記されている場合もあるが，このような場合も含まれる場合
がある。



分類結果 意味

分類できない 各種の情報源および自社保有データ等を検索してみたが、

分類の判断を行うためのデータが全く、または判定するに充分

な程度に得られなかった場合。

＜分類できない ⇒ 安全という事ではない＞

分類対象外 GHS での定義から外れている物理的性質のため、当該区分で

の分類の対象となっていないもの。例えば、危険有害性区分

が「○○性固体」となっているもので、常態が液体や気体のもの

区分外 分類を行うのに十分な情報が得られており、分類を行ってみ

たところGHS で規定する危険有害性区分において一番低い

区分とする十分な証拠が認められなかった場合。十分な情報

が得られない場合は「区分外」とせず、「分類できない」と分

類する。

｢分類できない」「分類対象外」「区分外」（従来）

経済産業省 事業者向けGHS分類ガイダンス 09/3 30
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SDS例

2．危険有害性の要約
化学品の GHS 分類
【物理化学的危険性】
引火性液体 区分 3
【健康に対する有害性】
特定標的臓器毒性
（単回） 区分 3 (気道刺激性、麻酔作用)
誤えん有害性 区分 1
【環境に対する有害性】
水生環境有害性
短期（急性) 区分 1
長期（慢性) 区分 1
*記載のないものは区分に該当しない、あるいは分類できない。
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11．有害性情報
急性毒性
経口 ： ﾗｯﾄ (雄) LD50 >5200 mg/kg
ﾗｯﾄ (雌) LD50 >5300 mg/kg
経皮 ： ﾗｯﾄ LD50 >2000 mg/kg

発がん性 ： 区分 2 のｸﾒﾝを 1%未満含む。 [分類できない]

生殖毒性 ： 区分 2 の 2,6-ｼﾞ-tert-ﾌﾞﾁﾙ-p-ｸﾚｿﾞｰﾙを 1%未
満含む。[分類できない]

区分に該当しない

分類できない



（２）危険有害性の要約

SDS の記載16項目の関連性

中災防ＳＤＳの読み方と職場で
の活用方法より 33



事業所内で小分けする場合の表示

34

小分け

購入

安衛則
３３条の２ 事業者は、令
第十七条に規定する物又は
令第十八条各号に掲げる物
を容器に入れ、又は包装し
て保管するとき（法第五十
七条第一項の規定による表
示がされた容器又は包装に
より保管するときを除
く。）は、
当該物の名称及び人体に及
ぼす作用について、当該物
の保管に用いる容器又は包
装への表示、文書の交付そ
の他の方法により、当該物
を取り扱う者に、明示しな
ければならない。

2023/4/1施行

容器に記載する場合、「危険有害性情報」は重要な情報。



毒劇法では
（毒物又は劇物の取扱）

第１１条

４ 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は厚生労働省令で定める劇
物については、その容器として、飲食物の容器として通常使用される物を使用
してはならない。

（毒物又は劇物の表示）

第１２条 毒物劇物営業者及び特定毒物研究者は、毒物又は劇物の容器及び被
包に、「医薬用外」の文字及び毒物については赤地に白色をもつて「毒物」の
文字、劇物については白地に赤色をもつて「劇物」の文字を表示しなければな
らない。

35



小分けの事故事例
アルミ等の金属容器 爆発危険性

36

小分けした化学品の誤飲による中毒

①臨時の清掃作業に従事していた被災者は、清掃業
務の効率化のためにシンナーを小分けして入れる容
器として、清涼飲料水のペットボトルを代用して作
業中持ち歩き、作業終了後に、休憩室に設置された
自身のロッカーへ保管し帰宅した。5日ぶりに被災
者が出勤し、休憩室にて自身のロッカーを開けると
ペットボトルがあったが、当該内容物が水であると
誤認し、摂取したところ吐き気を催し、休業4日を
要した。
（職場のあんぜん 災害事例）

②秋田の居酒屋で、日本酒と誤ってアルカリ洗剤を
提供。20代の女性客2人が一口飲んだところ口や喉
の痛み、口腔内のただれ、嘔吐の症状を呈し、救急
車で医療機関に搬送、1人が入院 東京消防庁HP



【化学物質か、混合物の区分】◎

【化学物質の場合、化学名又は一般名】◎

【化学物質を特定できる一般的な番号および慣用名別名】○

（ＣＡＳ Ｎｏ）⇒追加情報必要時 これで検索

【濃度又は濃度範囲】〇

【官報公示整理番号（化審法・安衛法）】○

化審法および安衛法に基づいて、官報に公示された化学物質に付与
された番号

【分類に寄与する不純物または安定化添加剤の化学名又は一般名及
び濃度】○

※ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ対象物質は重量％で通知義務（2024/4/1施行） 37

（３） 組成及び成分情報



（３）組成及び成分情報

CAS番号 ： アメリカ化学会が発行しているChemical Abstracts誌で使用さ
れる化合物番号

例 トルエン 108-88-3

＜特徴＞
①1つの物質に対して1つだけ割り当てられる
- 複数の別称を持つ物質の情報もこの番号を使用して容易に探し出せる 情
報収集に役立つ
②構造や物性などとは関連付けることなく割り当てられ、番号に化学的な意
味は持たせていない

一つの物質或いは分子構造に様々な体系名，一般名，商品名，慣用名が存在す
る場合にも間違いなく同定できる

38



（４） 応急措置

★取るべき応急措置を記載する。◎

絶対避けるべき行動がある場合は，それを記載する。◎

情報は，被災者及び／又は，応急措置をする者が容易に理解できるようにす
ることが望ましい。〇

★ばく露経路に分けて記載する。◎

①吸入した場合 ② 皮膚に付着した場合

③眼に入った場合 ④ 飲み込んだ場合

（その他）

• 急性症状及び遅発性症状の最も重要な兆候症状をここに記載。（詳細な兆
候及び症状は「項目１１ 有害性情報」）

• 応急措置をする者の保護に必要な注意事項、医師に対する特別な注意事項

（どの経路でばく露したかによって応急措置が異なるので、迅速な判断がで
きるよう教育訓練が必要。）

39



（５） 火災時の措置

★火災が発生した場合の、消火の方法及び消火を適切かつ安全に行うための注
意事項

（記載事項）

・適切な消火剤◎

・使ってはならない消火剤◎

（その他）

・特有の危険有害性（有害燃焼副産物の性質など）〇

・消火活動において遵守しなければならない全ての予防措置についての助言，
例えば“格納容器は水噴霧によって低温に保つ”などをここに記載することが望
ましい。〇

（誤った初期消火により重大な火災に発展することがあり、緊急時のために

整理しておくことと訓練が必要）
40

情報がない場合、
その旨を必ず記
載



• 出火後すぐに従業員8名が消火器21本を用いて初期消火をはじめたが、
火の勢いが勝っていたため、屋外消火栓設備の使用を試みました。

• しかし屋外消火栓設備のポンプの起動ボタンが押されておらず、消火に
十分な放水量を得ることができませんでした。

• そして、この消火器による初期消火を行った後、119番通報が行われてい
ます。火災報知器が鳴ってから7分が過ぎた頃で、火災発見と同時に通
報することができなかったことも課題になりました。

• アスクルではもちろん消火訓練は行なっていました。
• しかし消火器を用いた訓練のみで、屋外・屋内の消火栓設備を用いた訓
練までは実施されていませんでした。

• そのため、火災が起きてからとっさに判断し、行動しなければならないこ
とが多くあったのも事実です。今後の対策としては、消火栓設備を用いた
実際の消火訓練や通報訓練の必要性が消防庁により指摘されています。

41



（６） 漏出時の措置

★化学品が漏出又は流出した場合に、影響を防止あるいは最小限に抑えるため
に取るべき手段や、流出物の処理等

（記載事項）

• 人体に対する注意事項 、保護具及び緊急時措置◎

（保護具の種類、立ち入りの制限など）

• 環境に対する注意事項 ◎

• 回収、中和、封じ込め及び浄化の方法及び機材◎

（その他）

• 二次災害の防止策（危険有害性物質の生成）〇

（万が一の際、即時に対応できるよう緊急対応、体制等の整備 必要）

42



（７） 取扱い及び保管上の注意

★化学品の安全な取扱い及び保管上の注意事項

（取扱い）
• ばく露防止、火災、爆発の防止などの適切な技術的対策◎
• 局所排気、エアロゾル、粉じんの発生防止などの安全取り扱い注意事項◎
• 混合接触させてはならない化学物質との接触回避◎
• 適切な衛生対策 （飲食と喫煙の禁止、使用後の手洗いなど）◎

（保管）
• 安全な保管条件（適切な保管条件及び避けるべき保管条件）◎
• 安全な容器包装材料（推奨材料及び不適切材料）◎

（作業場の取り扱い方法等を検討し、見直し等を進める上で重要な項目。
取扱い状況と照らし合わせ、十分な対策が取られているかを確認する） 43

情報がない場合、
その旨を必ず記
載



（８） ばく露防止及び保護措置

★ばく露限界値等やばく露を軽減するための設備対策

 許容濃度〇

 ばく露を軽減するための設備対策〇
密閉設備、局所排気設備等の設置及び使用、洗身洗眼シャワー等

 保護具（呼吸用保護具、眼、皮膚、身体の保護具）◎

SDSの保護具は、一般的表現として「適切な保護具を着用する」の記述が多い。
強めに記載される場合もある。

44



保護具
手袋メーカーカタログ

「化学防護手袋による透過時間」
https://www.sts-japan.com/leaflet/chemical_protective_glove/html5.html#page=5

QUICK SELECTION GUIDE

TO CHEMICAL PROTECTIVE CLOTHING
$123.83(amazon)

ケミカルインデックス

田中茂--公衆衛生学研究室----十文字学園女子大学

『

45

https://www.sts-japan.com/leaflet/chemical_protective_glove/html5.html#page=5


化学防護手袋の選択、使用等について

（１）化学防護手袋の性能 耐透過性

クラス 平均標準破過点検出時間
(分）

６ ＞480

５ ＞240

４ ＞120

３ ＞60

２ ＞30

１ ＞10

46

基発0112第6号 平成29年1月12日
JIST8116:2005 化学防護手袋



化学品の 物理的な性質、化学的な性質について記載する項目です。

＜化学品の外観（物理的状態、形状、色など）＞

＜臭い＞

＜凝固点、沸点、融点、初留点及び沸騰範囲＞

＜引火点、自然発火温度＞

＜燃焼又は爆発範囲の上限、下限＞

＜蒸気圧、蒸気密度＞

＜比重（相対密度）＞

＜溶解度＞ など 47

（９） 物理的および化学的性質

情報がない場合、
その旨を必ず記
載



（１０） 安定性および反応性

★化学品の反応性、化学的安定性及び特定条件下で生じる危険有害反応可能性

（記載事項）◎
• 反応性、化学的安定性
• 危険有害反応可能性
• 避けるべき条件（静電気放電、衝撃、振動など）
• 混触危険物質（混合又は接触させた場合に危険有害性を生じさせる物質）
• 危険有害な分解生成物（通常発生する一酸化炭素、二酸化炭素及び水以外の

もの）

取扱いや保管などの有用な情報となる

48

情報がない場合、
その旨を必ず記
載



（１１） 有害性情報

★化学品の人に対する各種の有害性について記載する項目

＜急性毒性＞◎
＜皮膚腐食性及び皮膚刺激性＞◎
＜眼に対する重篤な損傷性又は眼刺激性＞◎
＜呼吸器感作性又は皮膚感作性＞◎
＜生殖細胞変異原性＞ ◎
＜発がん性＞ ◎
＜生殖毒性＞ ◎
＜特定標的臓器毒性，単回ばく露＞ ◎
＜特定標的臓器毒性，反復ばく露＞ ◎
＜誤えん有害性＞ ◎

49

情報がない場合、
その旨を必ず記
載



（１２） 環境影響情報

★化学物質の予想される挙動・起こりえる環境影響など、次の情報を含め、
データの要約も提供する。

• 生態毒性 （魚、甲殻類、藻類などの生体に対する毒性） ◎

• 残留性・分解性 （水や土壌中での残留性・分解性） ◎

• 生体蓄積性 （魚、動物、人等の体内への蓄積性） ◎

• 土壌中の移動性 （土壌中で移動する可能性） ◎
• オゾン層への有害性 （ オゾン層破壊物質として

モントリオール議定書で国際的に合意されている物質） ◎

50

情報がない場合、
その旨を必ず記
載



（１３） 廃棄上の注意

★安全で、かつ、環境上望ましい廃棄のための推奨する方
法 又はリサイクルに関する情報

• 化学品（残余廃棄物）だけでなく、当該化学品が付着し
ている汚染容器及び包装の廃棄方法を含む ◎

51



（１４） 輸送上の注意

★輸送の安全確保のために必要な事項

• 「危険物輸送に関する国連勧告」による事項

• 国連番号（該当する場合）

• 品名（国連輸送名）（該当する場合）

• 国連分類（輸送における危険有害クラス）（該当する場合）

• 容器等級（該当する場合）（該当する場合）

• 海洋汚染物質の情報（該当・非該当）〇

• 使用者が構内若しくは構外の輸送又は輸送に関連して、知る必要がある又
は従う必要のある特別の安全対策〇

• 国内規制情報◎

52



（１５） 適用法令

★適用される法令名

（記載事項）

• 化学品にＳＤＳの提供が求められる国内法令の名称

（安衛法、毒劇法、化管法）◎

• 上記法令に基づく規制に関する情報

（その他）

• その他適用される法令の名称〇

（法令順守の面から追加的に法令に係る情報を確認する場合、

NITE-CHRIPから検索し、確認できる。） 53



（１６） その他の情報

安全上重要であるが他の項目に直接関連しない情報を記載すると

されている。

特定な訓練の必要性、推奨される取り扱い、制約を受ける事項など

免責事項等を記載することも多い。

例）記載内容は現時点で入手できた資料や情報に基づいて作成しておりますが、
記載のデータや評価については、情報の完全さ、正確さを保証するものでは
ありません。

また、記載事項は通常の取扱いを対象としたものですので、特別な取扱いを
する等の場合には新たに用途・用法に適した安全対策を実施の上、お取扱い
をお願います。

54



SDSの周知化

（法令等の周知）

安衛法 第１０１条

４ 事業者は、第五十七条の二第一項又は第二項の規定により通知
された事項を、化学物質、化学物質を含有する製剤その他の物で
当該通知された事項に係るものを取り扱う各作業場の見やすい場
所に常時掲示し、又は備え付けることその他の厚生労働省令で定
める方法により、当該物を取り扱う労働者に周知させなければな
らない。

55

イラストによるSDSの見える化
厚生労働省HP



化学品の管理 ～震災関係を中心に～

56



１．使用化学品の把握

２．危険性の調査

３．化学品の保管

４．化学品の使用

５．化学品の廃棄

57



58

０．毒物・劇物 海外からネット購入時の注意点

＜注意すべき事例＞

毒物・劇物を輸入してしまうと税関で止められる。（実例有）

輸入業の登録必要。

もしくは 薬監証明をとる必要がある。
※薬監証明事務は下記で行っている。（東海北陸厚生局では薬監証明事務を行って
いない。）

函館税関、東京税関、横浜税関で通関されるもの・・・関東信越厚生局

名古屋税関、大阪税関、神戸税関、門司税関、長崎税関、沖縄地区税関で通関され
るもの・・・近畿厚生局

輸入業登録している商社を通すのがいい。

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/iji/yakkanhp-kaishu-2016-3.html
https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kinki/gyomu/gyomu/yakkan/index.html


地震等発生時に想定される災害
地震時には、保管している化学物質の漏えいや、発火・爆発が起
こる可能性があります。

① 薬品棚などの転倒、容器同士の衝突による容器の破損による、
化学物質の漏えい。

② 漏えいした化学物質の吸引、接触などによる人体への影響。

③ 漏えいした化学物質による酸欠。

④ 漏えいした化学物質同士の接触による発火、有毒ガスの発生。

⑤ 漏えいした化学物質と、空気や水との接触による発熱、発火。

⑥ 静電気や火気などによる漏えいした化学物質の引火

⑦津波・台風による水害の影響

59



東日本大震災時で発生した化学物質 の流出・事故事例

○毒物・劇物の流出

厚生労働省が平成２３年５月に「東日本大震災での津波などによる化学物
質の 流出事故に関する調査結果」を発表しており、これによると、ガラス
製品や半導体 の製造現場で使用されるフッ化水素や、メッキ工場などで使
用される六価クロムな どの有害な化学物質の流出が、多数報告。

○危険物・高圧ガスの流出

消防庁及び経済産業省の調査により、危険物や高圧ガスの取扱施設でも、
化学物質の流出が多数報告。

○トリクロロエチレンの事故

東京都内の工場において、地震の揺れにより工場内にトリクロロエチレン
を含む ガスが充満し、死者が発生する被害が発生。

（平成24年2 月 東京都環境審議会 「東日本大震災を踏まえた今後の環境政
策のあり方について 答申」）

大阪府環境農林水産部環境管理室 資料 60



１．使用化学品の把握

何を使っているのかがわからなければ、対策も立てられない。

どのような化学品が使われているか一覧表にまとめるべきである。

61



２．危険性の調査

次に使用している化学品の危険性を把握する。

GHSラベル

SDS

爆発性、引火性、急性毒性などは、SDSで知ることができるが、

混触危険性（※）については、SDSでは、不十分なことが多い。

（（※）化学品が混合したときの危険性）

62



消防法
第1類 第2類 第3類 第4類 第5類 第6類

第1類 ✖ ✖ ✖ ✖ 〇

第2類 ✖ ✖ 〇 〇 ✖

第3類 ✖ ✖ 〇 ✖ ✖

第4類 ✖ 〇 〇 〇 ✖

第5類 ✖ 〇 ✖ 〇 ✖

第6類 〇 ✖ ✖ ✖ ✖

63

代表物質

酸化性固体 塩素酸カリ

可燃性固体 硫黄、アルミ紛

自然発火性およ
び禁水性物質

リチウム

引火性液体

自己反応性物質 ピクリン酸

酸化性液体 過酸化水素、硝酸

混触の可能性のある化学物質は、離して管理する。



２．危険性の調査

さらに成書、新聞記事、災害事例データベースを利用することも必
要。

１）田村昌三 翻訳：ブレスリック危険物ハンドブック第 5版，丸善，
（1998）（絶版）

２）リレーショナル化学災害データベース RISCAD

（独立行政法人産業技術総合研究所）

https://riss.aist.go.jp/sanpo/riscad/

3)東京消防庁編，吉田忠雄・田村昌三監修，化学薬品の混触危険ハ
ンドブック－第2版－，pp. 73-597，日刊工業新聞社 (1997).(絶版）
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化学薬品の混触危険ハンドブック データ編

労働安全衛生総合研究所HP

https://www.jniosh.johas.go.jp/publication/houkoku/houkoku_2021_03_HDDB.html

日刊工業新聞社、東京消防庁、田村昌三先生の許可を得て、以下の書籍の
〔Ⅱ〕データ編に掲載されている、化学物質の組合せ毎の最大反応熱とそ
の時の混合割合、生じる現象等についてのデータをMicrosoft Excelワーク
シートにデータベース化したもの。

出典：東京消防庁編，吉田忠雄・田村昌三監修，化学薬品の混触危険ハ
ンドブック－第2版－，pp. 73-597，日刊工業新聞社 (1997).
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①装置、薬品棚の固定

３．化学品の保管

化学物質を取り扱う事業者のための震災対策マニュアル 東京都環境局

床への固定は、原則的
にはコンクリートスラ
ブに直接固定する方法
が有効

壁固定は、床固定に
比べ小さな保持力で
効果が期待できる。
しかし、石膏ボード
壁やパーティション
などコンクリート壁
以外では信頼性低い。

地震に備えた安全なオフィス
づくり
日本オフィス家具協会
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棚等の転倒する可能性
転倒しやすい方向に対して、
棚の高さ（H）、奥行き（B）の関係

（B/√H）＜ 4 
の場合は、転倒する可能性が高くなる。

化学物質を取り扱う事業者のための震災対策マニュアル 東京都環境局

職場の地震対策ハンドブック、中災防（1995）

H

B

株式会社リンテック２１
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３．化学品の保管

②保管容器の耐震対策

モノタロウHP アズワンHP

引き出しが飛び出さ
ないように把手に
ラッチ機能付きを選
ぶ
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３．化学品の保管

③保管容器の耐震対策 落下防止

化学物質を取り扱う事業者のための震災対策マニュアル 東京都環境局

大阪府環境農林水産部環境管理室
「化学物質を取り扱う事業所で
今日からできる対策事例」
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３化学品の保管 水害対策

① 台風、豪雨

近年、豪雨災害により

全国各地で、化学物質の流出事故が発生。

水害による化学物質の流出を防ぎましょう 東京都環境局リーフレット
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② 津波

71

ハザードマップ
（津波避難マップ）
（四日市市の例）

「理論上最大クラスの南海
トラフ地震」による津波の
浸水深さ

海抜５ｍ地点



３化学品の保管 水害対策
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４．化学品の使用

化学品の使用中に地震が起こった場合でも、被害を最小限にする
ためには、持ち込み量を可能な限り減らすべきである。

例えば、

非危険物エリアの実験室への危険物の持ち込み量

危険物は、指定数量の１/５未満であれば、

各市町村条例の規制を受けず、消防署への届け出も不要。

(火災予防条例の遵守は必要)
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危険物の指定数量

品名 物品名 指定数量 指定数量の１/５

特殊引火物 ジエチルエーテル
二硫化炭素など

５０Ｌ １０L

第１石油類
非水溶性 トルエン ２００L ４０L

水溶性 アセトン ４００L ８０L

アルコール類 メタノール ４００L ８０L

第２石油類 非水溶性 灯油・軽油 １０００L ２００L

水溶性 アクリル酸・酢酸 ２０００L ４００L

第３石油類 非水溶性 重油 ２０００L ４００L

水溶性 グリセリン ４０００L ８００L

持ち込み量の計算例
二硫化炭素１L/５０L
＝０．０２

トルエン ３６L/２００L
＝０．１８

計 ０．２０

指定数量の１/５未満を超え
る。
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４．化学品の使用 停電時の影響
設備の緊急停止（攪拌、温度制御不良）による影響

災害事例 1982年08月20日 大阪府堺市

１．停電により、AS重合缶の撹拌機と冷却水が止まる。反応速度が
増大し、温度が上昇し、発生ガス量が大幅に増加した。発生ガスを燃
焼脱臭する焼却炉は平常の風量ベースの設計のため、負荷過大になり、
自動的にバイパスされ、廃棄煙突に直結された。発生ガスが爆発範囲
にあり、高温のため煙突下部で爆発が起こった。

２．停電の直前に、別のAS重合缶の原料供給用のモノマー混合槽に
重合１回分の原料と触媒が張り込まれたが、事故の影響で放置された。

それが徐々に発熱反応を始め、４２時間後に大爆発。
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停電で危険性が増すものがあれば、対処法を決めておくことが大事。



５．化学品の廃棄
東日本大震災被災地でのがれき火災

がれき火災の原因は、主に微生物の動きが活発になったり、金属と
水が反応したりして蓄熱されたものが、そもそもの原因と考えられ
る。

化学品においても、廃棄方法によっては、予想外の災害を引き起こ
す可能性があることを示している。１）

被災直後は、混乱の中で適切な対応が取れないおそれがあるので、
事前に漏洩した化学品の安全な廃棄方法を検討し、マニュアル化し
ておくことが重要。１）

1)藤本,中小企業のための化学品の地震対策の考え方、安全工学、50,No.6,(2011)

２）
https://www.asahi.com/special/10005/TKY201109170566.html 朝日新聞 2011/9/18

１）
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最後に

作業場所等での保有化学品を減らすこと。

定期的に化学品の整理が必要

万一、災害が発生したことを想定した対応策：

（化学品の保管・使用・廃棄における対応策・訓練）

を今できるところから実施していくことが大事。
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ご清聴有難うございました。
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